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株式会社豊国エコソリューションズ

東 広 島 市

東広島市と株式会社豊国エコソリューションズとの
地域脱炭素に関する連携協定について
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連携事項について

（２）連携事項

① 市民を対象としたZEH化推進に関すること

② 事業者を対象としたZEB化推進に関すること

③ J-クレジット制度等を活用した環境価値の創出に関すること

④ 地域脱炭素化を足掛かりとした域内経済の好循環を促すプラットホーム構築に関すること など

（１）概要

2050年「東広島市ゼロカーボンシティ」実現に向け、地元企業である株式会社豊国エコソリューションズと

東広島市が連携協定を締結することにより、地域脱炭素化実現に向けた取組みを推進する。
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連携協定の締結の経緯

地域脱炭素化に向けた課題

・地域脱炭素推進のためのコスト

・民間事業者の技術の活用

豊国エコソリューションズ 東広島市

連携協定締結

市内を拠点とする実績豊富な環
境コンサルティング会社

2050ゼロカーボンシティ宣言をした
次世代環境都市

・情報発信

・市全体での
意識醸成

行政と民間が一体と
なって脱炭素化を推
進する必要
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連携協定の締結の経緯

将来目指す姿 ひがしひろしまゼロカーボンシティの実現

豊国エコソリューションズ 東広島市

・財政的支援

・国や県との連携

・脱炭素化に関する広報啓発
や市民・事業者に向けての
意識醸成

・大学など研究機関との連携

・プレーヤーの育成

・市場ニーズの把握

・脱炭素化に向けた技術や
ノウハウ

・事業者同士での連携

連携事項

・ZEH化推進

・ZEB化推進

・環境価値の創出

・域内経済の好循環を促す
プラットホーム構築
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（１）創エネ設備の導入促進

1 市民を対象としたZEH化推進に関すること

・住宅向け太陽光発電、蓄電池等の普及促進

・エネファーム等高効率機器の普及促進

・太陽光発電設備等の共同購入

（２）省エネ設備の導入促進

・LED化の推進

・断熱材や二重窓へのリフォーム等の推進

（３）事業者と市の連携した情報発信

・東広島市をはじめとした国・県などの補助金情報の発信

・事業者のサービス情報と東広島市の公共情報を掛け合わせた利用者にとって質の高い情報発信
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（１）創エネ設備の導入

2 事業者を対象としたZEB化推進に関すること

・太陽光発電設備、蓄電池等の普及促進

（２）省エネ設備の導入

・LED化の推進

・高効率空調設備への更新

（３）ZEB化推進に向けた情報共有と情報発信

・サプライチェーンの脱炭素化など世界状況の変化や制度改変などの情報を収集し、

将来拡大が見込める市場の分析
・建設事業者などと必要なスキルや資格の取得に向けた検討

・事業者向けの研修会などを開催
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（１）J-クレジットの創出

3 J-クレジット制度等の環境価値創出に関すること

・太陽光発電やバイオマスなどのJ-クレジット創出

・省エネ化によるJ-クレジット創出

（３）J-クレジットの販売戦略の形成

・J-クレジット需要の掘り起こし

・J-クレジット販売戦略の企画立案
・J-クレジット販売先の検討

（２）J-クレジットを含むカーボン・クレジットの情報共有

・クレジット（J-クレジット、非化石証書、カーボンプライシング、

取引市場）に関する情報を共有
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4 地域脱炭素化を足掛かりとした域内経済の
好循環を促すプラットホーム構築に関すること

（２）脱炭素化推進パートナー（仮）との情報共有
・地域脱炭素化推進に向けたセミナーの企画・開催

・企業サービスと行政情報（補助金）を掛け合わせた価値の

高い情報を提供

（１）プラットフォーム事務局の運営
・地域脱炭素化に資する情報の収集
・事業者間の連携や協働促進

（３）脱炭素化につながる事業スキームの企画
・域内経済の好循環となりうる取組の整理
・業界の最新情報を集約し、未来の市場に向けた準備

（４）脱炭素化につながる事業の立ち上げ
・地域内事業者と共に脱炭素化を推進する事業を展開
・域内経済の好循環に繋げる
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